
（別紙２） 

調査に必要となる書類（以下「必要書類」）の提出について 
 

＜行政オンラインシステムで入力を始める前にご準備ください。＞ 

① 下記を確認し、必要書類をお手元にご用意ください。 

② 必要書類をデータ化（PDF，写真 等）し、入力を行う端末に保存してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

１．被扶養者の「令和７年度所得（課税）証明書」 
◆ 勤務先等が発行する源泉徴収票は、総収入の証明にはなりません。 
◆ なお、住民税決定通知書などで代替できる場合があります。「１－①、②」をご覧ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

◆ 必要書類は令和７年４月１日時点で 18歳以上の被扶養者についてご用意ください。 

  大学生等で無収入の場合も必要書類の提出が必要です。 

◆ 必要書類のうち１は必須。２、３は該当者のみ提出してください。 

※被扶養者の収入状況に応じて必要となる書類は次表のとおりです。代替書類含め詳細については、以下の各必要書

類についての説明をお読みください。 

 

    書類 

 

収入区分 

１ ２ ３ 

令和７年度 

所得（課税）証明書 

年金振込通知書 

（直近分） 

令和６年分確定申告書 

及び収支内訳書 

無収入 〇 - - 

給与(勤労)収入 〇 - - 

公
的
年
金 

老齢 

〇 

- 

- 
障害 〇 

遺族 〇 

企業 〇 

上記以外の年金 〇 〇 - 

事業所得等 〇 - 〇 

その他 〇 - - 

※複数の収入区分に該当する場合は、収入区分毎に提出が必要な２、３の書類を提出してください。 

※紙媒体での提出は、原則不要です。 

※必要に応じて追加で書類の提出を求めることがあります。 

 

 

令和７年度（令和６年中の

収入記載）のもの 

令和６年中 

０ 

総収入が記載されたもの

（0 円の場合は「0 円」と

表示されたもの又は欄が

省略されていないもの） 

令和７年度 
所得（課税）証明書のサンプル 

～代替可能な書類～ 

被扶養者毎に

１部必要 

ア．令和６年中の総収入について証明されたもの。 

イ．収入金額が０円の場合は「０円」と表示されたもの。０円が表示されない自治体の場合は、 

収入金額の欄が省略されていないもの。 
※収入がある場合、諸控除の額を差し引いた所得額のみしか証明されていないもの（収入金額が表示されていない 

ものや収入金額の欄が省略されたもの）は不可です。 

 



 

１－① 被扶養者が無収入又は給与収入のみである場合 

⇒被扶養者本人の「令和７年度住民税決定通知書」 
※被扶養者が年金受給者又は事業所得のある方の場合は、住民税決定通知書は使えません。 

 

１－② 以下の二点を満たす場合 ⇒ 職員本人の「令和７年度住民税決定通知書」 
 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

２．被扶養者の「年金振込通知書」又は「年金額改定通知書」 
◆ 障害年金や遺族年金などの非課税の年金、企業年金、銀行や生命保険会社等の個人年金受給者の方は 

直近の年金振込通知書又は年金額改定通知書の写し（お持ちでない場合は年金証書）を提出してくださ

い。年金受給者の氏名が確認できる面も必ず提出してください。 

◆ 複数の年金を受給されている場合は、全ての年金について提出してください。 

 

 

３．被扶養者の「令和６年分確定申告書及び収支内訳書」 
◆ 事業所得のある方は、令和６年分の所得税の確定申告書（第一表・第二表）及び収支内訳書の控の 

コピーを提出してください。 

◆ 税務署の受付日がわかるものを併せて提出してください。（電子申告の場合は、即時通知又は受信通知の写

しを提出してください） 

◆ 所得税の申告がなく市町村民税の申告をされた方は、その控（受付日がわかるもの）のコピーを提出し 

てください。 

 

 

 

 

４．被扶養者の配偶者の「令和７年度所得（課税）証明書」 
◆被扶養者である実（養）父母または祖父母に、配偶者がいる場合のみ提出が必要です。 

 

  

※１－①、②とも住民税決定通知書は切り離さず、縮小

コピー等により見切れないように全体をコピーしてくだ

さい。（文字が判読できる縮小率でお願いします） 

 
 A4（70%縮小） A3（100%） 左右を分割してコピー 

ア．職員の配偶者（※１）が無収入又は給与収入のみ（※２）である場合 
イ．職員の配偶者が税法上の配偶者控除対象者（配偶者特別控除は不可）である場合 

※１：配偶者以外の被扶養者には使えません。 

※２：配偶者が年金受給者又は事業所得のある方の場合は、住民税決定通知書は使えません。 

 

 

 
住民税決定通知書のサンプル 

父母・祖父母が被扶養者の場合のみ必要 



【参考】 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 
 

   

 

 

 

公的年金の場合、通常、毎年６月に

年金振込通知書が送付されます。 

受給者の氏名と年金受給額のどちらも

確認できるようにコピーしてください。 

［年金振込通知書のサンプル］ 

7 

［確定申告書・収支内訳書のサンプル］ 


